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く1.次期処分場建設地の選定等>

O 最終処分場は、県民の生活環壊の保全と本畏産業の継続的な発展を臨るため、本県にと
って惑要怠施設であることから、平成6年9月に f公共関与による産業廃棄物最経処分場

の整備方針jを譲定し、県内5地域に管理空襲灘物最終処分場を整織することとした。

O ニの整鑓方針に基づき、まずi幌北地域における最終処分場として、山梨県環境整構セン

ター(以下 fセンターJという。)の整犠が進められ、これと並行して、位の4地域におけ

る建設地の選定を円滑に行うため、各地区最終処分場整備検討委員会の協議を踏まえ、平

成16年2月!こ候補地の会葬を行った。

O 平成17年ア足立第吹市境削除上寺尾区(以下 f上寺尾区jという。)から、県並びに甲

府市及び箆吹司王に対し、宗域的廃棄物処理施設(焼却詫設、最終処分場)と地域濠興施設

の整舗について競情書が提宿された。

O 甲府市及び箪吹市でi立、援に平成16年i二八千蔵・高家地区にごみ姑理施設を整議するこ

とを決定していたが、この麗構や県ごみ処理主域化計画に基づき、山梨千言及び申州市を含

め、平j持・峡東ごみ処理主域化接討会識を開犠し、平成 18年3月に上寺離陸を広域的ご

み処理施設の建設候補地と決定し、県へごみ処理広域北決定の報告と、隣接地への最終処

分場の整備を要望した。

O 県の公募に対し、平成19年2月に上寺尾区から、甲続事及び幌東3事(以下 r4事J

というJのごみ処理捷設の建設設捕地を含む箆域(以下 F開発区域JというJ内を最終
処分場の候補地とするJo募書が提出さ弘、峡東地区最終処分場整構検討委員会〔以下「検

言委員会Jという。)において検討した結果、Jo募地を建設綾模地とすることが決定された。

O 県では、検討委員会の法定や市町村・産業界からの要望等を受け、平成19年12月に
上寺尾区の応募地を建設地として決定し、上寺尾区からの要望等を踏まえ、開発露域内に

整儲される最終処分場(以下「次期処分場Jという。)、 4市のごみ処閣施設及び地域振興

施設の環境影響評価を共関して実施するなど、開発区域の…体的な整構を前提iこ計麗を推

瀧してきた。

O そうした中、平成21年5月!こ操業を関錯したセン多ーについては、リサイクルの進畏

等に倖う最終悟分棄の減少等により、財団法人山梨県環境整犠事業問(以下 f事業団j と

いう。)が設聾した経営審査議員会かも多額の非牢が見込まれることが報告された。

O こうした状況を詰まえ、知事法平成 22年 2~議会において、次期処分場の整鏑計画の

見直しを行うこととし、更に、センターと次期処分場の整備により海面の需要にiま対応で



きることから、次期処分場に続く処分場の整備は凍結することとした。

O 斑i二、平成22年 10月には、雄投予定地朗辺で繁薙が確認された韓少難物のミゾゴイ

の詳細翻査等のため、環境影響評舗に不灘の携関を費やすこととなり、建設スケジューん

を2年から3年程慶延長することを会表した。

O また、平成22年 11月議会において、平成23年6完議会に次期処分場の将来的な収

支等を見通した基本的な方向設についての考え方を明らかにすることとした。

O 次期処分場iこ関する主な経韓は次のとおりである。

年 月 内 谷伊井『

平成 6年 9月 。「公共関与による鹿議擁難物最終処分場の整横方針j を築定

平成16年 2月 。峡北地域を除く 4地域における最絡処分場{畏檎場を公募

平成17年 7月 く〉上寺尾区の開発iこついて地フむより畏に諌靖

-最終処分場を含む広域的議棄物揺理詫設整讃による地場開発の惑を盟

平成 18年 3.F.1 <>4苦から畏へ、ごみ処理拡域化決定の報告と要望書を提出

• 4 r言のごみ提理施設の建設候補地を上寺尾区に決定し、隣接地への

最耗担分場の麓講を要銀

平成19年 2月 。上寺尾区から詰吹市l二、最終処分場の建設候補地志纂醤の擬出

-管理型麗棄物最終処分場の雄投候補地応募

-概算面積は、 4市のごみ拠理施設、地域振興捷設を含金約28ha

-開発区域内への地域振興施設の整備と罵辺整備事業を要望

平成 19年 3舟 。笛吹市から県に最経鑓分場の応募番提指

平成 19年 6月 。検討委員会の関偉く計3毘〉

平成19 く〉概涜讃査を実捷〈平成19年務尭完了}

平成19年11舟 。検討委員会 (3自信〉においてよ寺毘匹を候補地に決定

平成19年12丹 く〉帯町村、産業界から次期処分場の単期整{請の要望

-事長会、町村会、産業経済6間体

平成19年 12月 。県が次期処分場の建設地をよ暗躍臨!こ決定

平成20年 4月 。甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合(以下「ごみ処理施設鰻

合Jという。)が実施していた環境影響評寵に参加

-平成19年7月からごみ処理雄投組合が実嬉していた環壕影響評髄

に参加し共同事業として実施

平成20年 5.F.1 。基本計闇繍基本設計に着手 〈平成21 年 9~完了〉

都会{本部積約12 h a 

*壊立容量約60万ni

平成22年 2月<>平成2叩月議会にお凡次期処分場の整備計画を見直す

ことと、次期担分場に続く処分場の盤備を凍結することを表明
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平成22年1O~ 10操業爵蛤の延期について公諜(平成26年下期吋平成29年中)
! 雀種少動物(オオタ力、ミゾゴイ)の踊査等iこ、不調IJの議開を要した
| ため

平或22年 11舟 10平成22年 11月議会において、平成23年6月議会に次期短
! 分場の将来的な収支等を見通した基本的な方向性についての考
| え方を明らかにすることを様明

く2.現行の整構計閏の概要>

( 1 ) 現行計器の概要

O 基本設計に基づく、現行計躍の譲要は次のとおりである。(参考資料2参摂〉

全体面積(約 12 h a 

壊立容量 約60万rri (受入藻棄物量約63万トン)
受入品詰 産業揚棄物 ①燃え殻争汚泥③臓ブフスチック類④続くず⑤木くず

(1 4品目) 番繊維くず(1).義語物性残さ長野ゴムくず@金累くず

jd])ガラスくず、コンクリートくず及び梅磁器くず舎鉱さい

⑫がれき類。煤じん@その他コンクリート器化物

ミ一般廃棄務 舎焼却灰争飛皮舎不燃物残さ

(3品目)

理立期間 1 5年以上 (維持管理期間 18年〉

概算工事費 約87億円 ※設計毒事の委託重量、期地・補i策費等を除く

※受入品目:下畿の品目i立、センターでは受け入れできないものである。
燃え殻・嬢却灰は、センターでは溶融由化したもの!こ限り受入が可能である。

(2) 受入廃棄物農の考え方

O 次題処分場で辻、果内で排出される産業廃棄物及び一般蕗棄物のうち、上記の受入品自
に該当する捺濃物、接内の不法投棄露棄物の一定議並びに災害廃棄物を対象として、操業

開始から 15年間lニ最終処分が必要な藤棄物量を推計し、受入廃棄物量を見込んでいる。

O 産業蕗棄物及びー設麗諜物については、平成26年度(当初の操業開始予定〉以降の最
終処分量を、平成15年護から平成18年護の廃棄物実態調査による議経処分鐘の実額舗

に基づくトレンド{議として誰計したよで、 1)サイクルの進鰻等による務1]減を者修繕し、その

50%が最終処分されると想定して受入量としている。

{産業廊諜暢・一般廃棄物受入量の推計】 単依:トン

最緯主張分量実稽{議棄物喋態競査) i H26年長時点の推計 I H26-H40 

H18 平場 持イウJ~を考麗 の受入盤
A 8::ヱAx50出

産業廃棄物 48， 546 i 50， 350 I 49， 770 49，452 49，620 49.418 24， 709 370，416 
一披露禁物 32，1661 31，909 31，568 i 31， 626 31，817 30，3詑 15， 196 225， 322 

※ E筆業麗棄物iま次期処分場。〉受入品闘のみ
※ H26年度推計A誌、製繍憧による6撞類のトレンド誰計のうち、業績平均との事離が最小のものを採熊



O 不法投棄廃棄物は、県内不法投棄廃棄物の残存量(平成 14-18年度の平均値)が毎

年10%ずつ処理され、うち 50%が次期処分場に搬入されるものと想定している。

また、災害廃棄物については、平成 17年度及び18年度の全国災害廃棄物処理量を県

人口で按分した数量の受け入れを見込み、不法投棄廃棄物と災害廃棄物を合わせ 15年間

で約3万トンの受け入れを見込んでいる。

O 以上の廃棄物受入量に対して、その 1/3量の覆土を見込むことにより、次期処分場の

埋立容量は基本設計のとおり約60万m3となる。

【次期処分場の埋立容量】

区 分
H26，....H40年度の 容量換算 H26，....H40年度の

備 考
受入見込量 A (ni/t) B 埋立容量 C=AxB

埋立廃棄物量 625千トン 470干ni

産業廃棄物 370千トン O. 848 314干ni

一般廃棄物 225千トン O. 602 136干ni

その他 30千トン O. 675 20干ni 不法投棄・災害廃棄物

覆土 208千トン O. 625 130干ni 廃棄物量の1/3
dEbコh 計 833千トン 6，00干ni

※ 容量換算Bは、廃棄物の品目ごとの 1トン当たり容量(換算係数)を受入量により加重平均したもの

( 3 )事業の実施スキーム

O 事業の実施主体は、廃棄物処理法に基づく「廃棄物処理センター」である事業団とし、

建設から運営管理までを行う。

O 埋立対象は、県内で排出される産業廃棄物及び一般廃棄物であるが、このうち、市町村

に処理責任がある一般廃棄物については、廃棄物処理法の規定に基づき、事業団が市町村

から委託を受けて施設の建設及び廃棄物の処分を行う。

O また、同法の規定により、次期処分場に係る経理は産業廃棄物と一般廃棄物を明確に区

分して処理する必要があり、このため一般廃棄物については、当該区分の中で収支が均衡

するよう、建設から埋立、埋立終了後の管理期間を含む全ての経費のうち、総受入廃棄物

量に占める一般廃棄物の割合に応じた相当額を市町村が負担する必要がある。

(参考資料3参照)

O なお、事業に必要な資金は、金融機関等からの借入れ、市町村からの委託料、廃棄物処

理料金等で賄う。

4 



< 1 .収支見通し推計の考え方〉

O 次期処分場の収支見通しを窓樹する主な要素は、技入については受入料金であ号、また、

支出については議設費等の繋護費、埋立期需中の管理運堂費、及び理立経了後の維持管理

期間中に探る経費である。

O 受入料金の撞計においては、場立期需中における療薬物の受入見込量と、受入単確をど

の程震とするかが叢要であり、その考え方はく2.受入料金について〉に記述したとおり

である。

O また、支出については、基本設計における概算工事費、開発端域近俸における公共用地

の買取毒事静jに基づく土地単錨、センター及び他県議経処分場の稚持管理経費等、現時点に

おいて利用可龍な資料iこ基づき推計を行う。

く2現受入料金について>

( 1 )廃棄物の没入れ莞込み

① 産業廃灘物

O 産業廃棄務の受入見込量についてi立、全国及び県内の最終処分量の現状と将来晃通しを

考議する中でよセンターの受入実績を基に推計を行うことが適当である。

O 産業廃奨物の動向等として!立、県内の多量排出事業者等iこ対して行つ先アンケート調査
の結果等から、ソサイクルの一望の巡農等により、県内の最終処分譲は長期的には減少基

調で推移すると考えられるが、全罰的にも、臨が平成19年度から平成27年度までの8

年間で最終懇分量を 12%  (年率1倹 5%)程度削減することとしている。

O 一方、平成22年度のセン歩ーの廃難物受入量は、平成宏之年7月かち9晃までの実績

を基にすると、年間 18千トン程度と考えられるが、これは果肉委託最終処分譲の大単を

占めるものであり、搬入努力によるこれ以上の受入量の謹加は困難である。

O 従って、現時点で次期処分場への受け入れが見込まれる年間蕗棄物議を、この 18千ト
ン!こ、センターの受入対象ではない燃え殻等2. 5千トンを加えた20千トン程震とし、

以後、自の削減目標を踏まえ、年率1. 5%ずつ減少していくものとして推計を行う。

この結果、操業開始予定の平成29年度からの20年間では、 33万トン謹患の受け入

れが見込まれる。(別紙1参賭)
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{蔵業腕難物の受入見込量】

H23詩点の年間 操業開始(H29)持の IH29-H48年霊の
鵠広 分 考

受入見込量 A 年間きを入箆込鷺 B 埋立晃込蓋 c 
センタ…と陪じ晶語 1 8. 3千トン 17. 0千九 295千九 1.5覧ずつ減少

懇え殻警察 40千トン"撚え般等A(2. 5千トン)
=H21処分譲(2.6千トン)

ぷZ』3 x (....1. 5協の2年分)

② 一般廃蕪物

O 一般廃難物については、市町村がそれぞれ築定する廃棄物延理計冨に基づき、前町村の

責任において広域内のー披廃棄物の処理が行おれることから、車町村又は一部事務組会(以

下 r市町村等j という。〉が見込む蒋来の議殺処分譲を基に、受入量を見込む必獲がある。

O 市町村等を対象i二行った罷き取り調査では、操業開始予定の平成29年度からのな O年

需に髭iする最終処分量は35万トン程農である。(別紙1参照)

なお、平成15年度から平成20年度までの拠繍に基づき、県が独自に行った雄計では、

20年間の最終処分量は32万トン程度で、市附村等からの調査結果と詞程度で晶った。

(男特長2参照)

O 従って、市町村等が見込んでいる最認揺分議が、全叢搬入されることを懇定すると、操

業開始予定の平成29年夏からの20年需で、 35万トン程震の受iす入れが見込まれる。

[市町村等が見込ま;一殻廃業務最経処分量}

g 分 持29-討結年疫の最経籍分量 備 考

捜部残さ 274千トン 競却施設から出る焼却灰及び飛灰

不嬢物残さ 74千トン 粗大ごみ知明施設等から出る不織物

合計 348千トン

※ 上記の市附村等を対象とする調査における、次期処分場への識人意向{事務レベjし〉について

は、原則搬入する市関T村等の最終処分量iま全体の 1/3韓度で島り、その{患の市街村等の大半!立、

運搬費を含めた現悲の処理費用iこ比べ、負担が過大となる議会には次期揺分場へお搬入は難しい

との意向であった。

[次期短分場への議長入意向ごとお最務提分量]

意向 草分 時29-許認年度の最接担分量(構成比)

票実Ij撮入 111千トン (3 1. 9 %) 

経理費用次第 235千トン (67. 5%) 

未定 2千トン ( O. 6%) 

ぷEヨ』 百十 348千トン
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金受iナ入れが見込まれる次期処分場の廃棄物量等

0 (1)及び舎により、全ての市耐村等が利用する場合、次期処分場に受!す入れが見込まれる

廃獲物量は、産業議棄物とー毅蕗棄物を合わせ、課業開始からの20年轄で683千トン

である。これに義本設計と同様、蕗護物量の 1/3議の覆土を晃込むことにより、必要な

埋立容麓は約63万m3となり、現行計置とほぼ間程護の規模となる。

【次期短分場の埋立器量]

塁 分 ! 
H29~H48年設の 容蓋換算 H29.....出8年度の

受人見込盤 A (ni/t) B 埋立容量 C=AxB
備考

埋立療築物量 1 683千トン 493亭ni
産業鹿棄韓 335千トン O. 848 284千百

…殻廃棄物! 348千トン O. 602 209干ni
犠土 227千トン O. 625 142子rd 鹿棄物畿の 1/3

O 一方、一綾操業物の受入見込みを、搬入意向のある市町村等のみに霞定した場合、，埋立

完了までに要する期間は、現行の施設規模では30年程度、施設規模(壊立容量)を現行

の 1/乏に縮小すると 13年程震とえよる。

[一般廃棄物を搬入意向のある市酎村等iニ慢定した場合の場立期間]

ア現行の施設規模 (60万m勺の場合 →壊立惑調 :30年額

20年摺の埋立容量iま 444干 rrllこ留まり、埴立完7~主で、更に 1 0年緯設が必要になり、

壊立終了後の雑持管理期間まで含めると 50年iこも及ぶ管理が!lZ'饗!こなる。

区 分
H29から 30年間 容最換算 計2きから 30年間の

の受人見込量 A (rrl/t) B 壊立容量 cロ AxB
理立廃棄物議 628千トン 493干rrl
産業麗棄物 468千トン O. 848 397子ryi

一般廃棄物 160千トン O. 602 96千ni
覆こた 209千トン O. 625 1 3 1千rrl
ぷ
Cb3
h 言十 I 83.7千円

F … 624子rrl

イ 撞設規模を縮小 (30万m勺した場合→壊立期間 13年期

き話鶴の埋立期間よりま議期間で埋立を完了できると見込まれる。

I 
H29から 13年間 容量換算 H29から 13年聞の

認 分 (rrl/t) 域立容量 C出 AxBの受人見込量 ム 8 

地立廃棄物量 304千トン 239千ni
産業廃棄物 229千トン O. 848 194干ni
一般鹿棄物 75千トン O. 602 45千ni
覆土 1 0 1千トン O. 625 63午rrl
d
悶
:>. 計 405'千トン 302千ni

備 考

廃窯物量の 1/3

{藷 帯

廃難物量の 1/3

O このため、現行の撞設規模を変更しない場合lこ誌、全市町村等の参加が前提となり、全

?容量7村等の参加を見込むことが閤難である場合には、施設規模の見護しが必要になる。
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(2) 受入単価の考え方

O 産業廃棄物については、前記のとおりセンターの受入実績を基本として廃棄物の受入量

を見込んでいるが、センターの廃棄物受入量は、平成22年3月の受入料金の引き下げを

機に、その後の県、事業団による活用促進の取り組みと相侯って増加してきたものである。

O 県内の事業者及び廃棄物処理業者に対するアンケートの結果から、事業者等は最終処分

場の選定において、特にコストを重視する意向が強いことが窺われ、このため前記の受入

量を確保するためには、搬入停止前におけるセンターの料金水準を維持することが前提に

なると考えられる。

O 従って、産業廃棄物に係る収入の推計においては、平成22年7月から 9月までの平均

受入単価を基に、受入単価を 14， 000円/トンとして算定を行う。(別紙3参照)

O 一般廃棄物については、事業の実施スキームに沿って、必要額を処分料金として確保で

きるよう、受入単価を設定する。
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く3.次期処分場の収支見通し〉

O 以上の欝提及び考え方等により、次期処分場を現行計聞に基づいて整備した場合の収支

克通しについて推計を行ったところ、その結果は次のとおりとなった。

{主な前提議件等】

霊施設規模……種H ・a・..埋立容量60万川、全{本蛮積12h a 

• t護3Z期調等…...........・壊3k期間20尋問、埋立終γ後の維持管理顛関18年嵩

剛腕棄物受入毘込量… 68万トン 〔内訳〕産業廃棄物33万トン (49号色)

一般鹿難物35万トン (51%)
m受入単髄….....…… -産業務棄物14， 000再/トン

畳一般廃棄物i二ついては、収支均欝となるよう受入料金を設定

・騒費の按分… a・'"'.. ... .共遇経費については、産業廃棄物と…穀廃棄物の受入量割合で按分して

計上する。(度廃49%、一廃51%)

【推計結果]

合計

ミ411

2.915 

2，910 

A.6，251 

産業廃棄物 1-披露棄物
{受入議会49%]I [受入議会51幻

2. 651 

1，487 

備

(単位:百万円)

考

OB量廃…センタ…の実讃単備の22;7-9) 
。ー廃…一廃分の総経費を市町村が処理料で負握

説査設計紫、需地補償費、モニタリング

人件費

場立作業経議、浸出水処理綬重量、モニタリング経

費、人件費

。最終譲二回受費、法面保護経費、浸出水処理経費、

モニタリング経費、人件費等
1，428 

1.426 1，484 10整備費{昔入れ!こ伴う支払利息

O 推計の結果、産業廃棄物については、議棄物受入量33万トンに対して、見込み得る料

金殺人は47億円程度であり、最終的に631窒円韓肢の赤字が想定される。

O この袈国iま、 1)サイクjレ的進展等に伴う最純処分量の;鷲少!こより、理立期間が現行計翻
の 15年間から 20年間へと長期化ずることなど、経常蕗での効率'性が器下していること

に加え、民間処分場との値格競争等iこより最終延分場事業iこ罷る総コスト{建設費及び維

持管理費等〉に見合う料金収入が得られないためである。



O 一方、一般麗棄物については、前町将等が所要額の全慧を負担するが、建設時の器託料

等がない場合iこ辻、処分科金として 11 4樺円程度を負担してもらうことになり、受け入

れが見込まれる一援護棄物1トン潜たりの料金単{阻ま32， 540円となる。

栄一毅霧棄物のトン当り処分料金…11.389富万円十35万トン=32，540円

O 平成21年度の市町村の処理費用(焼却灰等のトン当たり処理コスト)は、処分料金の

みで平均2.3， 978円、運搬費を加えると平均 29，333円であることかも、上記の

市需村等の負担は、現状を上回ることとなる。

{市町村等の処理費用(最終処分)の状況 (H21年度実績)]

処分科のみ i 処分粍÷運搬費
9. 900F9 

9 3. ~..3 円

最安 i20， 580円

の

トン当り処理聾罵

焼却灰等

O なお、…穀農業務の受け入れを、議入意向の為る市町村等に限定した場合の受入見込最

寄はアページ記載のとおりであるが、全市町村得からの受け入れを前提とする上記推計と

比べると、いずれも産業廃棄物部分の最終赤字額、及び一般鹿棄物の 1トン当たりの料金

単備の増揺が毘込まれ、処分場事業を効準的に摸施ずるよからはマイナスとなる。

{…鮫廃紫物を搬入意向のある市町村等に限定した場合の収支見通し}

現行の施設規模 (60万m3) の場合

《域3Z期間 :30年間 埋立見込量…産麗 :47万トン<15知、…麗16万トン(25訟》

ア

〔単位:富方向}

…議議案務

〔受入議議会25泊

※一般鹿棄物の 1トン

当たりの料金単価

u …・40， 600円

1.042 

弘496

8寝496

2. 773 

1.952 

729 

説
一
同
一
同
一
同
一
間
一
四
一
川
一
山
一
山

封
臥
一
一

A

計ぷ』
ロ

-産業j蕗灘物…浸入割合に応じて経費の負担割合が高まること、埋立期間の長悪化 (20

年間→30年間)により誰持管理費等が増加することから、最終赤字は全市

町村等を対象にした場合に比べ67穣丹程農場却し、 130議円程震となる。

一般鹿棄物…受入割合が器下することによザ経費的議喪都合誌縮小するが、埋立期聞の

長期イとにより総経聾がi言語するため、 1トン議たりの料金単磁は、全市町村

を対象にした場合iこ主主べ、 8干丹程震増加する。
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イ 施設規模を縮小 (30万m 3) した場合

{謹立期間 13年関 場立見込量…度廃 :23万トン(75町、一麗7万トン(25覧) >> 

合計

埋立期間(13年〉 2，430 

管理期間(18年) 1.697 

支払利患 1，497 

収支菱重要 ~7;295 

産業麗3義務

1; 273 

(単稔:吾万円)

一般麗棄鵠

607 

424 

374 

;※一般廃業勃0)1トン

当たりの料金主義纏

……50， 043同

産業際業務…親模縮小や堤立期間の短縮 (20年間→13年間)Iこより総経費は減少す

るが、受入額|舎が75%と高くなるため、結果として最終赤字i本現行規模
(60万m 3) で全市昨季守等を対象iこした場合!こ比べ10億円程度増加し、

7 3億円謹震となる。

一般廃棄物…受入割合の低下や総経費の減少により、一般鹿棄物に保る経費は1/2以

下になるが、強入量がこれ以上!こ減少するため、 1トン当たりの料金単器地、

現行規模 (60万m3) で全車町村等を対象にした場合iこ詑ベ、 18千円濃

度謹却する。
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く1.産業廃棄物の処分場について〉

O 本県で!立、産業政築及び環境政築上の必饗性から公共関与による産叢鹿棄物最終処分場

(理場整錆センター〉を設霊し、産業蕗難物の適正な処理を確憶する体制を構築してきたo

1)サイクんの進壊、民間担分場との競合など、産業廃棄物を取り帯〈環境は大寺く変化

し、農業農業物の最終処分量のうち自己処明分を除く処分量は大幅iこ減少してをており、
令後も更に減少していく懐向にあると帯えられるが、産業廃棄物の道正な処理を瀧探する

必要性が器下するものではない。(見IJ紙4参照)

O しかしながら、今回行った次期処分場の収支見通しによれば、最襲設支〈維持管理期間

が終了する平成66年時点)は、農業廃棄物最終盤分に探る産分だけで62穣51百万円

の弗牢となることが見込ま怠る。

すえよわ名、このまま次期短分場を繋構することとなれば、 621意51百万円の県民の税

金を新たに投入することが盛要になるが、期政状j児が厳しい折、県民の理解を得ることは

菌難である。

誰って、産業操業物最終処分のための次期処分場の整備については、当面、凍結する。

く2.一般廃棄物の処分場について〉

O 一般j亮業物については、廃棄物処理法により市町村立接選糞告があり、言区域内延壊が

原別である。そのため罷では、市IBT特が1Tう施設整韓i二対して財政措霊を講乙支援を符っ

ている。しかし、現在、果肉には壌却灰等のま重立が可能な処分場がないことから、各市町

村は減量化の取り組みを詩いつつ、最終的に埋立がお袈な廃棄物!こついては、課外の処分

場で短分している状況におる。

O このため、県内市町村が長期間にわたり、安定的に処四議イ去を県たしていくためには、

黒丙に一般廃棄物の処分場を確探していくことが望ましいと思われる。

O また、一般廃棄物の処分場を整備する場合には、建設及び維持管理の効率先立より市常

村負担の軽減が図られることや、県土保全ょの聾点を帯議すると、広域的な詫設として整

備することが望ましい。

く3.次期処分場整鵠ぬ今後の方向性>

o 1.. 2を踏まえ、次期処分場については、県内全市町村等の一般廃棄物を搬入する処分
場として整瀦する方向で、今後、市町村等の意向確認を滋めることとする。
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O 一般蕗棄物処分場の護犠については、一般廃棄物の処理に関する法律上の市町村の役割

を踏まえれば、市町村の責任において実施するのが原翼11である。

しかしながら、G)-舎の点を諮まえ、次の枠組みで実施する方向で市町村の意向確認を

1'Tつ。
e 一般鹿棄物処分場を広域的鯵拠点的に整{請することにより、果士課金に貢献すると
ともに、市町村等が小規模な施設を整備するよりも効率的な建設及び維持管唱が可能

となり、票においてもこうした取り組みを促進するお襲があること

②全市町村の連携により芸域的側拠点民な一般廃棄物語分場を確課することにより、

災害時における麗棄物処理が開海iこ行われ、より迅速な畏民生活や事業活動の回復を

図ることが可能にな号、災審対策上も省益であること

争 県は「公共関与による産業麗棄物最終揺分場の整備方針Jに基づき、これまで、産

業蕗棄物とともに一般臓提物の焼却灰を対象に処分場整犠を推瀧し、峡東地震最終姑

分場整潜検討委員会の検討結果を諮まえ、建設語、整構内容等を決定したこと

{一披露棄物の処分場として整備する場合の枠組み]

。事業主体

市町村等の要請を前提にま霊境難備事業団を事業主体とすることを検討する。また、間交

持金の考え方によっては、一部事務組合を事業主搾とし、環境整議事業罰が韓構主捧とな

ることも検討する。〈参考資料1参照〉

※ いずれの場合も、環境整構事議聞には県職員を引き続き派遣することとするが、併

せて、一離農棄物の処理についての市町村等の責慢の観点かち、職員の派遣を会めた

市街村等の参蕗方法を検討する。

o蓑用魚担
整錆蓑及び維持管理課ともに市町村等の負措とするが、整備費については国交付金を最

大限に活用することとする。更!こ、整構嚢のうち、上場建藍を建設地とすることに伴って

惑要となる経費の…部について懇の負担を検言守する。

来 一線農業物を対象とした処分場の整備費及び維持管理費について、市馬村等の負担方法、

負担額等の推計を《別紙5- 1))及び <<.~IJ経 5-2)) に示す。

o 4曹のごみ処理態設の建設スケジュールに配慮し、 10月までに市附村等の意向確認を
行うこととし、 12月議会において一穀襲棄物処分場の具体的な養鶏方針を明らかにする。

※ なお、施設整構に当たっては、現時点の器本設計において、

建設地の地質等を考識し、ベントナイト混合土iこ代え、防水性のコンクリート (7]<

掛アスフアルトコンクソート)を採期

浸出水処理木の下水道放流

などにより、安全性の確穣を行うこととしているが、今後、市町村等の意向を踏まえ告頼

性の高い安全対素について検討を行う。
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由次期処分場の麗禁物受人見込量

操業開始予定の成29年認をからの20年間iこ箆込まれる燐棄物受入最lま、 68万トン程疲(産業農難物33万トン、一般農業物35万トン〉

【康諜廃棄物} 機業開始予定の平成29年度からの20年間で、 33万トン程度の受入護が克iみまれる。
(JJ/l:境整機センターの受入毘込量をベースに、リサイクル等による削減分を毎年産~ 1. 5%として見込む。〉

「義語学語著7正芳1
0センターと間じ品目…………平成22年9.F.1時点におけるセンターの受入議{詰手均フ6トン〉を基!こした年間受入量1.8万トン後ペース!こ、党入再認によるピークを

平成24年戒とし、平成25年震からはリサイクル等による減少率を毎年度必1.5%として算定
。次期処分場のみの品目……平成21 年度廃棄物寮籍調査結県の義務処分量(年間え 6子トン)から、ワサイクル等による減少率を毎年農~1. 5%として算定
〈浴革まんでいない燃え飯、煤じん譲事}

月IJ紙1

[-鍛灘棄物〕 操議開始予定の平成29年度からの20年間で、 35万トン稜症の受入援が克込まれる。(!犠が語感i討すった推計では、平成29年撲からの
{畿内市酎村{←部事務組合)の莞込んだ最終担分譲の全景をきを入議として見込む。) 120年間で32万トン程震となり、市町村等合克

[推計の考五方]
。鵠却残さ・.......………県内市lDT特等の焼却施設による推計結果に基づき算定
。不燃物残さ…...・H ・..線内市町村等の粗大ごみ短現総設等による誰計結果に基づき算定
{中部処理後の不燃物等}

込みと間程震である。

29年4月から稼徹子予定であり、新施設では溶融処理による資源化が行われるため、 H29を壌に最終処分量は大きく減少する。

径三ヨ
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圏一般蕗棄物最絡処分譲の将来推計〈県推計)

《平成15年度~平成20年肢のー設農薬物擬態調査の喪績値を義iこ境計》

!提業開始予定のH29年授からの勾宇部二苧込まれ苧一般j発寒均苧鰐足分譲i字、 32万戸建蕊 l

[建計の考え方i

。接部競合・H ・H ・..……今後の推移を‘王手或15年度から20年度捕の増減率稜震と見込むとともに、車問村の胞設整鑓、資源化等の取り組みを帯撤して誰針

。不燃物残さ…… H ・H ・'H20年惑の最終処分譲等で翻足して推計
{中間処理後の不燃物等)

〔難終処分盤等の誰移〕 【操業開始時の最終線分量等〕
(単位:トン)

箆 分 :24 H18 H20 H15~2「0瓦推移単一
.酬

議出議 349，458 324，635 .1..6.7% .1..1.4弘

[操業開始詩似29)の排出議等の考え方} 誕 分

排出議

組職蓋 338，144 325，039 306，802 .1..9.3弘 .1..1.錦

うち焼却ごみ 266，906 265，281 251，280 .1..5.9% .1..1.2% 
-H15-20の場減率で推移
部20実績×年率の3粂(H20→29の9年分))

i処理議
うち焼結ごみ

甲府ほか4市 118，624 107，350 98，490 .1..17剤師 .1..3橡7% 甲府ほか4市

その他 148，282 157，931 152，790 3.0覧 0.6% その他
。酬

うち不燃物残さ 71，238 59，758 55，522 .1..22.1% .1..4.9出 側踊争 IH20実績で固定 うち不燃物残さ

l零時緒川三コ三 グ三つれ32~t~6|日料31，626|三 i三企ijo場1'.;!'lliii;g%l" 
うち焼却灰等 25，663 24，515 22，653 .1..11.7% .1..2.5% うち焼知灰等

0・附

甲府ほか4m 14，588 14，632 12.625 .1..13.5% .1..2.8覧
協輔弼静続酷醐ii> -H29年授からの新施設稼働に伴い、

焼却震の3%を見込む。
-

その他 11.075 9.883 10.028 .1..9.5% .1..2.0% 
脇糊ゆ-1挟南容器生の資;穏化分600~!;を削減

-村15-20の増減率で撞移
醐臨時砂

うち不燃物残さ 6，503 7，111 6，061 .1..6.8% .1..1.4% 
蹴臨時 H20実績で器窓 醐輔争

.. 勝 . 

平成29年農の最終処分毘込議(16，060トンj!年)x埋立年数(20年間)

1.IIJ紙2

287，242 

231，720 

70，467 

161，253 

9，999 

2.114 

7，885 

6.061 



間環境轄備センターの搬入状況等

i県内の産業擁棄物最軽延分の状翠 i 
O 県内(J)議線建分量iま、 H20年麗で2. 4万トンc
製遣業と建設業が2. 1万トン (87. 5 %)を占めている。

JJlj紙3

o H 1 5年震と比較すると、 2. 6万トン (52%)減少。このうち、建設業の減少分が2. 5万
トンを占め、これは、リサイクルの進展が最大の接臨。
o H 2 0年度最終処分量のうち、環境整備センターの受入対象品目は1. 9万トン。
o H 21年肢も、ほlま同様の傾向で推移している。

• B短調盤機棄物の最終処分量の状況
ト-15

銚/:I:l議 I 1.678 

豊監部最終処対Z罷

Ir草草霊祭器亀センタ←の塁悪A童書重量 μ
次繍処分爆のき量入対象〈上!ii後総()

その他

ト-110

1.572 

(408) 

433 

232 

499 

340 

ト-115

七713
(412{ 

541 

302 

740 

224 

!環壇整犠センターお搬入状況 j 

主韓t立浩二Fトン

十-118 H19 
争-120 H21 
(H15封捻] {純15持主主1

1.639 1.631 1.571 1，516 

---fai‘8器3耳}- [..lL5括]一一一包叫
499 494 
…一一一 ー」記討す

347 351 354 358 +5.3% 

700 ア10 690 696 

204 197 186 

17 I 15 

望書 考

EEアラ望書よガラ:;.-1韓基議事霊式ザー2聖書提〈ず‘がれ苦聖書廷後難え掻E糧費議題相したもの応援るため薬品、て易ぶ

量 譲業開始1年告の搬入量!立、計画の 10%弱と憶迷したが、料金を見直したH22年3月五LI樹立
着実iこ増加し、特i二、態及び事業団の活用促進の取り組みが本格化したH22年7月から9月
での3カ月では、月平均1. 5千トン強、年間ベースでは1. 8万トンを上田る状況となった。・県内最終処分量のうち、繍境整備センターの対象品目は1. 9万トン穏農であるため、票内最経
処分量の相当割合が搬入されていたと考えられる。・これに伴い料金収入も増加してきたが、一方で、料金体系の発議し等、民需を含む需絵関罷を考
慮せざるを得ない状涜を反殺し、この3カ完需における 1トン卦ザの斜金収入は13.800円
墾墜と、計商時に想定した2"1， 000 P:J翠震の7妻IJ襲になっている。

罵罫jの霊童λ愛{トン}
3，田昌 男5轄の車専念薮λ(jjf宅}

2.500 !-

2，000 

1.500 

1.000 

50号

15，487 
15.297 

に 2月別の綴λ音量{トン}

犠競月別の料念収入(jjf'l)

-9-1トンl!lりの科会収入{内)

月J.lIJO)受入料金収入の推移

5月 6毘 ?月 8月 9尭 10舟 l1Fl 12月 1月 2Fl 3月 4月 5月 6月 7月 8月 由月

16 

問/トン

20，000 

18.000 

16.000 

14.0号号

12.000 

10.000 

8.000 

5.000 

4.000 

2.000 



男IJ紙4

圃排出事業者等に対するアンケート結果の概要等

盟答書l捨! 環陶(閤筈の多い11即
19.8今春!迂斑掛取勧鳴い宰滋数蝶閥均潜礼、 φ魁渇の不足
80.2% !を灘終縦士が必華翻凝縮勧fないや錨時謹が短説場を確!札札、る

O 処理業者i主、特lニ施設儲容の信頼1蛇コスト安部弘、処分腕選定。
公共関与の処分場は、民間に比ベコスト高とならない料金設定をしている場合!こは、髄先的!こ選定=されることが期待で普る。

恐理業者の撤向から、湾問後の環境整鐘センターにはヲ I~き続き、県内最終接分譲の相当割合の搬入が見込まれる。
来搬入挺進の取り組みが本格化したH22年7月以降の搬入叢{年間ベースで1.8万トン強)fま、対象品呂の県内晶終処

.9万トン)の95%寺第支を占めた。

一方、県内産業擁護詩却の最終鑑分量i本興生利用への重なる取り組み!こ{私¥議少基調で推移していくことが見込まれる。
議題。〉麗難物基本計酪では、H初年度まで年率1.5%の議i陰で最終処お童委減少していくことを自標としている。

※環境省の取りまとめによると、最終処錨扮3謝料札\最終鶴瑚の残余年数は継続して誕びている杭~がある。
※ ト;18年震までに、全堕33議が最終処分のための廃耕鋭般入に係る事前縮努等の搬入鵡剰を導入したが、その後の新たな導入はない。
導入県のうち4県が手続ぎの簡素化等の見直しを榔すしている。

主義余容量

{否万ポ}
200 

1程8

160 

14日

産業機獲物最終処分織の残余年数の推移

残余苦言ま量 室主終処分議
削砂降最終幾分議

一品一鵬空機

25 

20 

県霊長
35 

30 

25 

20 

15 

最終処分のための廃棄物

5要員IJ議主人芸書11:

事務総滋ー霊童t話

幽唱曲lUt

15 10 

120 10 

100 

零E在来 H14 H15 H16 H17 H18 対19

5 

告

-Hl母毒事IIH11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 糾18 ト119

17 



別紙5-1い吉町村会負担方民館額等両副

三とな総提条件毒事獅施設線機・・・・・・・・・壊家容量30万凶、全体話題緩12ha 蘭廃棄物きを入策...・・・35万トン
・埋立英語総書事・・・・・・・1援立期濁20年勝、 I塁立終了後の維持管理期間 1B年弱 .概算ヱ議事費“‘・・・・ 60億円
属事業用地については縮小が想定されるが、今後の設計内容により磁2注されるものだあるため、 12haで算定する。

; 則市町村は処分料金時てを負捜するζとを想定 ; 

o市町村l立、最終処分に係る総額について、処分量に応じて壊立綴潤ゆに支払うため、負担を j 
j 平詩霊化することができる。 i 
o建設鋳の負援はないが、地方後を活用できず交付絞殺震がないことに加え、家業団の倦入れ ; 
こ伴う科怠表負担する必獲があるため、負担総額i機大する。

波立期間中iこ、市町村が (a)15. 798i3万円の総額を処分料で負担。
※トン巡りの総分終i立、 45.138円 ((a)15事798百万門-;. 35万~，，)

ι
F
 

附w
 

•• • 

も

zee''R

・E
・----幽圃副】・・・・・
4

・

也前.，
 

8.188 

続殺整備震については、著葬祭関が借入れを行うため、

支払科怠 (c)2曾 134百万円の重量濯が主主じる。

&
V
 -E-

• • 
a-
轟
.

.
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• • 
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1.幸吉?

埋立期鱒

(20年)

管理期間

(1容年)

⑤支払豹j怠 (0) 

; 覇市町村が、建設鮮を一括して負担するζ とを想定 ; 

; 。地方債に対する交付税鱗後活用することは札最終処分!こ腕総負担綴の軽減を殴るこ ; 
; とができるα

o 建設費書事後一括して支払うため、処分料負狽を抑えることができる。~
............uu問山M・""'，..・-・・......・......・"....un向山間・...........・.....・.........u“胸雌un.....""，..・w・瞬間山・......・m・叫問問問叫・n.....“.... ““川町山..n

{ . 
. 健

脚. -. ， 
2 
， 
守E. . . . . . . 
2 
a . 
2 
2 
3 . -..."..... 

206 

3.573 

-00 

埋立期間中iこ、市町村が (6)5， 270百万円の総額を処分科で負握。

※トン当りの処分科!立、 15，058丙/υ((8) 5， 270i3万円-;.35万トン)
※委託費を含めた市町村の総災復分綴

トン当たりが 36.620阿({(I}7ト547+(8)5.270)+35万~"J

(E) 1，697 1.6971.維持管湯費等

耳切払:I闘交付税翁護壁郡地方債利払x30%
427 1.422 x30% 

幽地方償問警護i藷重量x究主話再現75%
6.141 8.188 x75% 

回交付紛争藩鐘=地方倹x30%
1.842 = 6.141x30% 



別紙5-2{参考》※留からの交持金があった場合

! 盤国交付金のみを受入れ、市町村は処分料金で全てを負銀ずることを想定 i 
. 0 稲荷村は、毒素終処分に係る総騎につい℃、処分譲に応じてi.!I!:li:期獄中に支払うため、負強後平準化す i

j ることができる。

…・a 0建設時の負担はないが、制債問沼できず交付税措震がないことに加え、事業関の俊入れに伴う利;

; し ，@，:tf今忠男;ót;v.，~と土;子J!!~空!T75.1i? " 間 ...........n...……… 開 "j
m ・H ・H ・ゅ. ③施設整綴~⑤管理講話陪までの会期間!こ察する経費 (c)15， 355a万円から、

混交付金として見込む額 (a)1.544百万内を除愛、
埋:li:綴鶴ゅに、子待望Tきすが{む)13，811否万円の総額を処分料1:負鎚a

※トン当りの処分料iま、 39，46諮問 f(b)13. 811a万内十 35万'，，)

206 

3，573 

施設整備貨のうち、信交付金を除く綴については、事業留が借入れを行うため、

支払利怠 (d)1.691百万河の負担が主主じる。
-
h
F
 

• • 
-a 

• 
4

・e-----
E
F
 

1，6苦?

@~援立英語関

(20年)

⑤管理綴喜男

(18年)

⑤支払科怠 (d) 

.市町村が、磁交付金鰍建設費等印して負担することを蹴 j 
o地方僚に対する交付税鎗霞等、国の財政支援制度を委設大限活用することにより、殺終処分に係る総魚 ; 

; 鐙綴の軽減を弱ることがでをる。

Oi車設費議事を一指して支払うため、処分料負飽を抑えることができる。 、

OI:Eか
開 4

(.0 

市町村実質重量姪{手1)払込)
(::t)(ア+イ÷ウJ5，417a万円

t恩:li:綴潟中に、市街村が (C)5，270否方向の総額後処分料で負担。

※トン滋りの処分科i立、 15.0銭円/三 ((C)5，2701芸万円今 35万トン)

( ※委託愛を会ぬた市町村の総負担分額 ) 

トン滋たり“30，535円じれま)5，417十(C)5，270)会35万'，，}i)

2 . 
2 
2 

-B . 
副. 
剛

-R ' 
e . . . -. . . . . . 
1・
2 
2 . . . -. . 
限 一一日 】白血・炉

206 

3，573 

1， 697 1. 6971.維持繁縫貨害事(F) 



炉、s

= 

随一設麗薫物の揺分場として次期処分場を整講する場合の冨の支擁制度 別紙5-3

O 施設規模を30万m3とするほか、部議5-1の主な欝提条件簿により算定

O 市町村のー穀廃棄物処理施設整備に対する国の支撮制捜 f鐘環型社会務成推進交付金J (交付率1/3)を受けることができた場合を懇定。

O 麗棄物処理法に基づく廃棄物処理センター{事業開)が上記交付金の交付対象となっていないことから、冨に対し交付対象とするよう要望を
行っている。

路整備費 8響 394百万円として想定した財線フレーム

関交付金 1，5糾百万円

※補助率1/3

交付税(50覧〉
11598万円

・処分場ホ体……H ・搬入饗耀設備 ・しゃ水 ・集排水設備〔地下水、雨水等)
・飛散i積立設備 ・土地液成 ・門、間陣 ‘殺人道路等

思浸出水処理詰設...水処穣プラント ・銅製橋 ・霊気計装設備等

(J) 地方議 2，659百万円
(一般隣楽物処理事業懐:75拡)

-震出水処理施設口・処理棟 等

ョーその他...・H ・-・........・設計、用地、河川工事、管理等



一般窮棄物処分場整備の事業スキーム

事業主体:事業部 繋欝主体:毒事難問

交付金・資金誤遼等

‘備
て
磁
聴

け
て
受
し
を
と

去
一
託
幾

如
一
委
事

備
一
、
m
A

抽
出
一

A
H
、レ縛

!

村

自酌叫が
市
図
う

7
業
行

2
泰
を

-循環交付金

事業団が交付を受ける

蜘交付金以外の建設資金

市町村が、祭事長割に委託料tし
て支払う〈財源:起債等)

{要事業スキーム〕

《参考資料1>> 

織票

|・時殴が f廃棄物処理勺ンタ…j の獲問満たすためには、少なくとも産業廃棄物の業務を行うことが締

→明野・環境懇鎗センター?を運官脅していることで、農業療薬物に係る業務を行っていると毘に対して説明していく

ri:!ンターjが循環書道社会形成後進交付金{循環交付金、交付率1/3)の交付を受けることを想定しているが、交付要織におい
て fセンターjは交付対象事業者となってないことから、繋綱の政IEが必要

→交付要織の改正について閣に対して婆援を行っている

三三ごい;iliPIT*:t I 廃棄物処理センター
(事業包)I扇扇司 z今
※建設・管理運営

事業議体:一部事務組合 整醸主体:事議題

整備方法

・一部事務組合の事業として実施
するが、総合から委託を受lナ
て、率楽団が繋衡を行う

.....， 

交付金・資金誠途等

眠徳環交付金

一部事務組合が交付径受iずる

剛交付金以外の縫設資金

一音書家務総合が、事業問i二委託
料として支払う(財源:起債議事}

摘重要

・事業留が fセンターjの婆件を満たすためには、少なくとも産業療棄物の業務を行うことが必婆

→明野・環境2整備センターを逐滋していることで、産業務棄物iこ係る業務:tf行っていると留に対して説明していく
・市町村等が『センターJfこ事業を委託した場合!こ、当該市町村等が鰭環交付金の交付対象者事業者となるかどうかについて、交付要
綱において明確に規定されていない

→交付対象となるよう国!こ働きかけを行っている

{喜怒業スキーム}
廃棄物処漣センター
(理事業密)

き委託料
‘叩削叩ーー一一知m・
4叩町一ーー山一一ー一

処理料金
キコ

※主義主を・管理議営

二三三~事業主体:一部事務組合 整備主体:一部事務組合

整機方法一一…一一 i 交付金・資金調達等

-循環交付金

一部事務組合が交付を受ける

.交付金以外の建設資金

一部事務総合が絡う(財源:起
債毒事)

嫡軍基

・事業留は fセンタ-Jの婆字舎を満たす必婆iまなく、…部要事務組合iま現行制緩で鑓讃交付金の交付が受けられる

・一部事務組合l求、設計・建設の発注業務や指定管理者意IJl交に係る義務を行う必繋があるが、率業団の支援を活鱈するこよにより、
直接要事業を行うのに比べて大備な講義務の軽減が図られる

-事業毘{市町村出損:500万内{全体の1/6))の総綴体制として、常勤役員、…綾磯魚について、市町村から派遣を受ける必繋がある
嗣講義業問機員の人件資等の負担方法について、一部事務総合と発言途協議を行う必婆がある

{署葬祭スキーム〕
一郎事務組会
(27市町村で構成〉 ~~循環交引

-…部事務総会の要事業として、築
業聞く県)の支援を活隠しつ
つ、整備を行う

園事業~(県) f;):、これまでに蓄積
した知識‘経験をiきかし、以下
の交援を行う

く建設時〉

設計・施ヱ管滋等の妓銀支援

※技術支援協定の締結

〈管理渓蛍持>

一部事務総合の婆議に応じて
要事業団を指定管理者に指定

建設雲寺;設計・施工管ま皇室事の技術支援
.-ー耐側胸 M ・"…帽綱…欄--嚇網棚ーー脚"・・・ー圃剛曙ー制。-.. 

※技術支援協定の締結
‘.嶋田・"働側--欄網---欄側掛・・園側網棚--網棚-----圃圃鴫

管理運営E寺:~要請に応じて指定管理者に総定 き寝室豪語金・管E簿主選党



次期処分場の現持計画の概要
《参考資砦2>>

〈基本計蘭線基本設計)

建設場所 富吹市境111町上寺尾院内
全体面議 約 12 h a 
境立酷穣 約5ha

場立容量 約600，oooni 
埋立高 約20m
貯奮構造物 盛土堰堤主主

規 1

2重遮水シート十熔アスコン
j意語部 もしくは 2撃遮水シート十ベントナイト混合土

遮水工 電気式漏水検知システム

法薗部
2襲遮71<シート+自己修護マット
建策式漏水検知システム

浸出水処溜施設 処理能力 170ni/臼
管理設犠 管理練、計量設備、膿関検査場、洗車設謀、覆土材使議場

防災設犠 院災調整j也 〈審盤:3， 400 ni) 
。産業廃棄物 '・ 1 4品目. 
①擦え殻 ③汚泥③廃プラスチック類 {④緩くず

模 ⑤木くず⑥繊維くずぐわ動植勃性残清ゆゴムくず

理立蕗棄物
⑨金!欝くず ⑩ガうスくず、コンクリートくず及び閥繊器くず

⑪鉱さい ⑫がれ脅猿 @Iまいじん
窃その他コンクソート固色物

0-穀麗讃物 3品目
①焼却民 ②飛灰@不燃檎残蓬

埋立期間 1 5年以上
概算工事諜 約871:意向

0施設配童
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{参考資料3>>

廃棄物鑑鴇センターについて (廃棄物の処理及び溝揚に関する法種〉

廃棄物処理センターの詣建

山梨県濠壇整備事業酷は、法第十五条の五第一項の規定により、蕗棄物処現センターの指定を受

けており、その f業務Jr経理jについて、次のとおり規定されている。

a 

(平成14年11男:センター指定〉

〈業務)

第十五条の六 センターは、環境省令で定めるところにより、次に掲げる業務の全部又iま一部
を行うものとする。

一 市雪村の饗託を受けて、特別管理一般廃棄物の処理並びに当該処理を行うためC鵠設の

建設及び改良、維持その他の管理を行うこと。

ニ市町村の委託を受けて、第六条の三第一項の規定による指定に係る…殻麗棄物の処理強

びに描該処理を行うための施設の建設及び改泉、維持その他の管理を行うこと。

三 市町村の委託を受けて、一般廃棄物の処瑠並びに指数処理を行うための施設の建設及び

改良、維持その他の管理を行うこと(前二号に掲げる業務を除く。)。

間 持別管瑠産業露難物の処理並びに当該知理を行うための施設の建設及び改良、維持その

他の管理を行うこと。

五産業廃棄物の処理並びに当該処理を行うための施設の建設及び改員、維持その地の管理

を行うこと(前号に掲げる業務を除く。)。

六前各号!こ掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

(区分経理)

第十五条の九 センターは、次に掲げる業務については、当骸業務ごとに経理を区分し、それ

ぞれ勘定を設けて整理しなければならない。

・一 第十五条む六第一帯及び第五号に掲げる業務並びにこれらに9付帯する業務
… 第十五条の六第二号に掲げる業務及びこれに間帯する業務
三第十五条の六第西号及び第五号i二議げる業務並びにこれらに附帯する業務

鹿棄物処理法の解説((耕)日本環境禽生センター)より

一設農薬物に係る業務(一号から三号業務)と産業廃棄物iニ保る業務(四号及び五号業
務)では、

e …般廃棄物は市町村が処理することが探期であるのに対し、躍業廃棄物の処理は措
出事業者が揺覆することが蕗賠である。従って、同業務はその性質を異にするもの
であり、また、その結果、その業務に係る費用負担についても高業務は、大きく異
なること。

@…般廃棄物j二関する業務は、市町村の委託を受けて行うもおであり、市前村から餐
託費が交付されるなと下庁要の制度の対象となっていること。

等の理由lこよりその経理を箆分し、明徳化することが必要である。
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